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Ⅴ 民法典第１編第７章 ｢親子関係｣ (De la filiation)
[一] 民法典第１編第７章の内容






第８章 ｢養親子関係｣ (De la filiation adoptive) に規定される｡
1972年１月３日の法律による改正によって, 民法典第１編第７章 ｢親子関係｣
は, 第１節 ｢嫡出親子関係及び自然親子関係に共通の規定｣, 第２節 ｢嫡出親
子関係｣, および第３節 ｢自然親子関係｣ から構成されることになった｡ 第１
節には, その後, 生命倫理に関する1994年７月29日の法律によって ｢医学的に







法と政治 64巻 2号 (2013年 7月) 101(486)
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律によって改正) によって ｢氏の付与の規則｣ (第５款) が追加された｡
嫡出親子関係と自然親子関係の区別を撤廃し, 嫡出子・自然子たる表現を廃
止した2005年７月４日オルドナンスが, 第７章の構成を大きく変えたことはい
うまでもない｡ 本オルドナンスによる改正によって, 第７章は, 第１節 ｢一般
規定｣, 第２節 ｢親子関係の確立｣, 第３節 ｢親子関係に関する訴え｣, 第４節
｢援助金を目的とする訴え｣ から構成されることになった｡
[二] 親子関係法の変遷
(１) 古法時代には, キリスト教会の影響の下, 自然子 (enfant naturel＝非
嫡出子・私生子) は苛酷な地位に置かれた｡ そこでは, 父の捜索は許されたが,




相続権を認める (もっとも, 嫡出子には大きく劣後する) 立場をとった｡ その
後, 19世紀末以降, 以下のような立法によって, 自然子の地位の向上が徐々に
図られていった｡ 1896年３月25日の法律 (自然子の相続権を拡大する), 1912
年11月16日の法律 (一定の場合に父の捜索を許す), 1955年７月15日の法律
(親子関係の確立が禁じられた姦生子・乱倫子―(２) 参照―について, 扶養料
の請求を認める) など｡ しかし, 親子関係法の全面的改正には, 1972年１月３
日の法律を待たなければならなかった｡





















102(485) 法と政治 64巻 2号 (2013年 7月)
その父または母の家族に属する (自然子もその父母の血族と血族関係をもつ)
ことになった｡ しかし, 1972年法によっても, 嫡出子と自然子の完全な平等が
実現したわけではない｡ フランス法では伝統的に自然子を, 両親とも婚姻して








また, ｢乱倫子｣ については, その父母の一方 (通常は母) とのみ親子関係の
確立が認められるにすぎなかったのである (旧334条の10―なお, このような
制約は現行法でも維持されている⇒310条の２)｡
1972年法の第２の目的は, 親子関係における ｢真実｣ (	
	) の追究であっ
た｡ すなわち, 立法者は, 子が生物学的な親に結び付けられることを望ん
だ (その一例としては, 嫡出父子関係否認の訴えの要件が緩和されたことを
挙げることができる)｡ しかしながら, 立法者は, このような ｢生物学的真実｣
(	
	biologique) のみならず, ｢身分占有｣ (possession 	) (⇒311条の




(３) その後も, 1982年６月25日の法律 (身分占有を自然親子関係の確立の
方法として承認する), 1993年１月８日の法律 [匿名出産 (accouchement sous
X) の民法典への導入, 準正に関する規定の改正, 親子関係についての管轄を
有する家族事件裁判官の創設など] によって, 親子関係法の部分的改正が行わ
れた｡ さらには, 生命倫理に関する1994年７月29日の法律が制定された｡
(４) やがて, 2005年７月４日オルドナンスによって, 親子関係法の重要な
改正がなされることなった｡ 本オルドナンスは, ①子の地位の平等化を図り,
嫡出親子関係と自然親子関係の区別を撤廃する (｢嫡出子｣, ｢自然子｣ たる表












(５) 現行の親子関係法は, ｢平等 (), 真実 (), 安定性 (	
)
の３つの柱｣ のもとに構築されている (Malaurie et Fulchiron, La famille, 4e .,
2011, 924)｡ 1972年法以降の改正によって, 子の平等化が推進・徹底された



























Art. 310 (L.2002305 du 4 mars 2002) Tous les enfants dont la filiation
est 
ont les 	droits et les 	devoirs dans leurs
rapports avec leur et . Ils entrent dans la famille de chacun d’eux.
104(483) 法と政治 64巻 2号 (2013年 7月)
第１節 一般規定 (Dispositions )
親子関係法の ｢一般規定｣ を定める本節では, まず, 親子関係の確立には,
｢法律の効果｣ による場合, ｢任意認知｣ による場合, ｢公知証書によって認定
される身分占有｣ による場合の３つに加えて, ｢判決｣ による場合が存在する
こと (⇒310条の１), および親子関係の確立が禁止される場合がある (⇒310
条の２) ことが規定される｡
これらの規定の後に, ４つの款が置かれている｡ 第１款 ｢証明及び推定｣ で
は, まず, 第310条の１に規定される親子関係の確立の形態に対応して, 親子
関係の証明の形態が規定される (⇒310条の３)｡ 次いで, 懐胎の時期に関する
推定およびその推定の性質 (⇒311条), 身分占有の要素・性質 (⇒311条の１,
311条の２) が規定されている｡
第２款では, ｢親子関係に関する法律の抵触｣, 第３款では, ｢生殖に対する
















Art. 3101 (Ord.2005759 du 4 juill. 2005) La filiation est	
	
, dans les conditions au chapitre II du 	titre, par l’effet
de la loi, par la reconnaissance volontaire ou par la possession				
par un acte de 		.
Elle peut aussi 	par jugement dans les conditions au chapitre
III du 	titre.
法と政治 64巻 2号 (2013年 7月) 105(482)
(１) この ｢	
	｣ については ｢立証｣ と訳されることもあるが, 第310条の３の
｢preuve｣ (証明) と明確に区別するために (⇒第310条の３の注釈参照), 本稿では最近の
規定する｡ 本条１項によれば, そのうちの非訟的な形態のものとしては, ｢法
律の効果｣ による場合, ｢任意認知｣ による場合, ｢公知証書 (acte de )
によって認定される身分占有 (possession 	)｣ による場合の３つがある｡
さらには, 本条２項によれば, ｢判決｣ によっても親子関係は確立されうる｡
｢法律の効果｣ による場合としては, 母の夫の父性推定 (⇒312条以下) に
よる場合および子の出生証書における母の表示 (⇒311条の25) による場合が
ある｡ ｢任意認知｣ による場合については, 第２節第２款 (⇒316条) 参照｡
｢公知証書によって認定される身分占有｣ については第２節第３款 (⇒317条)
参照｡
第２項のいう ｢判決｣ を得るための訴えについては第３節第２款 (⇒325条,






















Art. 3102 (Ord. 
2005759 du 4 juill. 2005) S’il existe entre les 
et de l’enfant un des mariage par les articles
161 et 162 pour cause de	, la filiation			de l’un,
il est interdit	la filiation	de l’autre par quelque moyen que ce
soit.
106(481) 法と政治 64巻 2号 (2013年 7月)
文献による訳語 [齋藤哲志 ｢親子｣ 日仏法学26号 (2011年) 158頁] に従い ｢確立｣ と訳
すことにする― ｢定立｣ [西希代子 ｢比較法的検討―フランス｣ 家族＜社会と法＞28号
(2012年) 67頁] という訳語もありえよう｡
の子ではなく, ｢第161及び第162条によって定められる血族関係を原因とする
婚姻障害の一つが存在する場合｣ のみである｡ 換言すれば, 直系血族間 (⇒
161条) および兄弟姉妹間 (⇒162条) に生まれた子についてのみである｡ 直系





ろう)｡ しかし, 子が父に対して援助金を請求することは禁止されない (⇒342
条以下)｡










[三] なお, 2004年１月６日の破毀院判決 (Civ.1re, 6 janv.2004, Bull. civ. I, 
2) は, 母とその異父兄弟との間の子 (母との親子関係がすでに確立されてい
る) について, 父との単純養子縁組を (旧) 334条の10に反するとして認めな
かった｡ 本条が ｢いかなる方法によっても｣ 禁止すると規定するのは, この判
例を踏まえた結果である｡








法と政治 64巻 2号 (2013年 7月) 107(480)
本条は, 親子関係の証明 (preuve) の形態について規定する｡ 本条１項によ
れば, 親子関係の証明には, 子の出生証書 (acte de naissance) による証明,
認知証書 (acte de reconnaissance) による証明, 身分占有を認定する公知証書
(acte de ) による証明 (身分占有が ｢身分占有認定の訴え｣ において
も証明されうることについて⇒330条) がある｡ 本条２項は, 訴訟における証
明の自由の原則を宣言する｡
なお, 第310条の１が親子関係の ｢確立｣ (	

) の形態を規定する
のに対し, 本条が規定するのは親子関係の ｢証明｣ (preuve) の形態である｡



















Art. 3103 (Ord. 2005759 du 4 juill. 2005) La filiation se prouve par
l’acte de naissance de l’enfant, par l’acte de reconnaissance ou par l’acte de
constatant la possession .
Si une action est en application du chapitre III du 
titre, la
filiation se prouve et se conteste par tous moyens, sous 
de la 
	de l’action.






108(479) 法と政治 64巻 2号 (2013年 7月)














２項は, 子 (子が未成年の場合にはその法定代理人) が子の懐胎の日を第１項
に規定される法定期間のいかなる日にすることも, 子の利益に従って選択でき




[四] 本条３項は, １項および２項に規定される２つの推定が, いわゆる
｢単純推定｣ (	simple) である, すなわちこれらの推定が反対の証






Art. 311 (L. 
723 du 3 janv. 1972) La loi que l’enfant a 
	pendant la qui 	du trois 	au cent quatre-
	jour, inclusivement, avant la date de la naissance.
La conception estavoir eu lieuun moment quelconque de cette
, suivant ce qui est 	dans 	de l’enfant.
La preuve contraire est recevable pour combattre ces 	.
法と政治 64巻 2号 (2013年 7月) 109(478)
間が300日を超え, または180日に満たなかったことを証明することを認められ






















二 それらの者が, 親の資格で, その育成, 養育及び自立に資したこと｡




Art. 3111 (Ord. 2005759 du 4 juill. 2005) La possession 
	
par unesuffisante de faits qui
le lien de filiation et de
entre une personne et la famille laquelle elle est dite appartenir.
Les principaux de ces faits sont :
1Que cette personne a par celui ou ceux dont on la dit issue
comme leur enfant et 
les a comme son ou ses parents ;
2Que ceux-ci ont, en cette
, pourvuson,son entretien
ou son installation ;
3Que cette personne est reconnue comme leur enfant, dans la et
par la famille ;
4Qu’elle est comme telle par 
publique ;
5Qu’elle porte le nom de celui ou ceux dont on la dit issue.
110(477) 法と政治 64巻 2号 (2013年 7月)












[二] 身分占有は親子関係を示す ｢事実の十分な集合｣ によって確立される
のであり, このような事実の主要な要素が本条２項に列挙される｡ しかしなが
ら, 身分占有が存在するためには, ２項によって列挙されるすべての要素が必
要というわけではない (Civ, 1re, 5 juill. 1998, D. 1989. 398)｡
身分占有は, 伝統的に次の３つの要素から構成されると考えられた｡ (１)
｢取扱い｣ (traitement, tractatus), (２) ｢世評｣ (	

, fama), (３) ｢氏｣
(nom, nomen)｡ 本条２項の１・２号はこのうちの (１) に, ３・４号は (２)
に, ５号は (３) に関わる要素である｡ 本条２項は, 1972年法による311条
の２が実質的な変更を受けることなくほぼそのまま受け継がれたものである｡
ただ, 2005年オルドナンスが３つの要素の順序を変更したことが注目される
(1972年法では ｢氏｣, ｢取扱い｣, ｢世評｣ の順であったが, 2005年オルドナン
スは現行法における重要度の順序を踏まえて, ｢取扱い｣, ｢世評｣, ｢氏｣ の順
に改めた)｡
(１) ｢取扱い｣ ３つのうちの最重要な要素である｡ 親と主張される者が,
ある者をその子として取り扱い, 親としての資格でその ｢育成, 養育及び自立｣
に資することである｡ 具体的には, 子との共同生活, 養育費の支払い (裁判
よって扶養料の支払いが命じられた場合はこのような考慮の対象とはならない







法と政治 64巻 2号 (2013年 7月) 111(476)
なお, 1972年法による改正までは, 親の側の子に対する ｢取扱い｣ のみが規定
されていたが, 1972年法以降は子が親として取り扱ったことをも考慮する旨規
定されることになった｡
(２) ｢世評｣ 家族, 社会 (隣人・知人など), 公権力によって親子であ
ると認められていることである｡ ｢公権力｣ (publique) は, 1972年法
によって追加された｡ 身分証明書・パスポート・家族手帳など, 行政機関によっ
て交付された書類が重要な役割を果たすことになる｡
(３) ｢氏｣ 氏は家族的外観の徴表であるところから, 身分占有の要素と
される｡ しかし, 氏における個人の呼称としての性格の強化に伴い, 氏の身分
占有の要素としての重要性が低下していることは否定できない｡
[一] 本条は, 身分占有の性質に関する規定である｡ 本条によれば, 身分占
有には継続性のほか, 平穏性, 公然性, 明瞭性が求められる｡
まず, 身分占有は一定の継続性を示さなければならず, 一時的なないしは時
たまの事実があったというだけではこの継続性の要件を満たさない｡ もっとも,
一定の期間の継続があれば, 中断を許さないわけではない｡ すなわち, 習慣
的事実 (faits habituels) が存在すれば十分であり, 連続性は要求されない





311条の１・２項), 2005年オルドナンスは, 物の占有についての規定 (旧2229
条, 新2261条) を子の身分占有にも適用する判例の立場を踏まえて, 身分占有














第311条の２ (2005年７月４日のオルドナンス第759号) 身分占有は, 継
続し, 平穏, 公然かつ明瞭でなければならない｡
Art. 3112 (Ord. 2005759 du 4 juill. 2005) La possession doit

continue, paisible, publique et non 	
.
112(475) 法と政治 64巻 2号 (2013年 7月)
ければならないことを明文化した｡












第311条の14 (1972年１月３日の法律第３号) 親子関係は, 子の出生の
日における母の属人法によって規律される｡ 母が知られない場合には, 子
の属人法による｡
Art. 31114 (L. 723 du 3 janv. 1972) La filiation est par la loi
personnelle de la	
au jour de la naissance de l’enfant; si la	
n’est pas
connue, par la loi personnelle de l’enfant.





Art. 31115 (L.723 du 3 janv. 1972) Toutefois, si (Ord.2005759
du 4 juill. 2005) l’enfant et ses 
et 	
ou l’un d’euxont en France
leur habituelle, commune ou la possession produit
toutes lesqui enselon la loilors		que
法と政治 64巻 2号 (2013年 7月) 113(474)




















Art. 31117 (L.723 du 3 janv. 1972) La reconnaissance volontaire de

ou de est valable si elle a faite en , soit de




は, 子の選択により, あるいは子の常居所の法律により, あるいは債務者
の常居所の法律によって規律される｡
Art. 31118 (L. 723 du 3 janv. 1972) L’action 	fins de subsides est
, au choix de l’enfant, soit par la loi de sa habituelle, soit par la




114(473) 法と政治 64巻 2号 (2013年 7月)
(２) 本条は, 2009年１月16日の法律第61号によって削除された｡









1994年の法律第653号は, 民法典第１編第１章に ｢人体の尊重｣ とタイトル
がつけられた第２節 (16条～16条の９) を設けるとともに, 同法典第１編第７
章第１節に ｢医療的に補助された生殖｣ とタイトルがつけられた第４款 (その
後，2005年７月４日のオルドナンス第759号によって, 第１編第７章第１節第
３款 ｢生殖に対する医療補助｣ に改正された) を設け, 本条および次条の２
つの条文を第４款に置いた｡ また, 1994年の法律第654号は, 公衆衛生法典
(Code de la 	publique) に ｢生殖に対する医療補助｣ に関する規定を設け
ている｡ なお, 1994年の法律は, その後, ｢生命倫理に関する2004年８月６日
の法律｣ によって改正された (公衆衛生法典も改正されている)｡
[二] ｢生殖に対する医療補助｣ (assistance 
	) とは,




(公衆衛生法典L2141条の１) と定義される｡ これらによる生殖には, 夫婦
(カップル) 間の人工授精 (IAC＝	
		artificielle avec le sperme du







Art. 31119 (L. 94653 du 29 juill. 1994) En cas de 	


	avec tiers donneur, aucun lien de filiation ne peut 
entre l’auteur du don et l’enfant issu de la 	.
Aucune action en 	ne peut l’encontre du
donneur.





		) と, 第三者の精子を用いた人工授精 (IAD＝	
		artificielle
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tion d’un tiers donneur, doivent 

donner, dans des conditions
garantissant le secret, leur consentement au juge ou au notaire, qui les
informe des 	
	
de leur acte au regard de la filiation.




toute action (Ord. 2005759 du 4 juill. 2005) aux fins 

ou
de contestation de la filiationmoins qu’il ne soit soutenu que l’enfant n’est
pas issu de la		


ou que le consentement a
d’effet.
Le consentement est d’effet en cas de 	, de d’une 


en divorce ou ende corps ou de cessation de la	de vie,






d’effet lorsque l’homme ou la femme le 
, par 	et





		de mettre en 
cette assistance.
Celui qui, avoir consenti l’assistance 	
la 	, ne





(Ord. 2005759 du 4 juill. 2005) En outre, sa 
 est
judiciairement 	
. L’action aux dispositions des articles 328 et
!!"#
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られることになるため, このような手続が求められている｡ 裁判官または公証
人は, 依頼者に親子関係に関するそれらの者の行為の帰結 (前条・本条の規定
など) についての情報を提供する｡ 裁判官または公証人は, 依頼者である夫婦
または内縁カップルの (産児) 計画が妥当かの判断をすることはできない｡ な
お, 同意はPMAの実行前であれば, いつでも撤回できる (本条３項)｡
[二] 本条２項以下には, 医療的に補助された生殖から生まれた子の親子関
係についての規定が置かれる｡ 依頼者が夫婦である場合には, 共通法に従い,
夫の父性推定 (⇒312条以下) が働くことになる｡ しかし, 医療的に補助され
た生殖に対して夫の同意があった場合には, (夫によっても他の者によっても)
この親子関係を争うことは原則として禁止される (本条２項)｡ もっとも, こ
の原則には２つの例外が規定されている｡ その１つは ｢子がその医療的に補助
された生殖から生じたのではないこと｣ が主張される場合である｡ この場合に







者の精子を用いた人工授精 (IAD) に同意した男性 (内縁カップルの夫) とそ
れによって生まれた子との親子関係の確立については, 共通法に従い (⇒310
条の１) 認知等が必要となる (この認知を争うことは原則としてできない⇒本
条２項)｡ 認知がなされない場合について, 本条４項は, 子を認知しない者が
母子に対して責任を負うことを規定する｡ すなわち, たとえば上のような例で
認知しない男性 (内縁カップルの夫) は母子に対して出産や養育についての費
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